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はじめに

Ⅰ　調査概要

　本調査は、中小企業における労働事情（経営状況、労働時間、雇用環境、賃金など）を的確に把握し、適切
な労働対策を樹立することを目的に、昭和39年から毎年全国一斉に実施しています。本調査実施にあたっ
て、ご協力いただいた中小企業並びに関係者各位に、深く感謝申し上げます。本調査結果が労働事情の理解
の一助となり、中小企業関係の皆様方のために多少なりとも寄与できれば幸いです。

◆調査の方法
　神奈川県下の中小・小規模事業者1500事業者を製造業、非製造業の割合が一定になるように選定し、事
業所に調査票を送付し回答を求めた。調査票は全国中小企業団体中央会が作成した統一様式により実施した。

◆調査事業所数
　県内に事業所を有する中小企業

◆回答状況
　有効回答数：645通（回答率43％）
　回答事業所の従業員数規模、業種内訳の詳細は【Ⅲ . 参考資料】「回答事業所数の内訳」のとおり。

◆調査時点：令和2年7月1日

◆調査内容
　①従業員の構成に関する内容
　②経営に関する内容
　③労働時間に関する内容
　④有給休暇に関する内容
　⑤新規卒業者の採用に関する内容
　⑥高齢者の雇用に関する内容
　⑦新型コロナウイルスに関する内容
　⑧賃金改定に関する内容

・設問項目ごとに「不明」「非該当」を除いて集計しているため、各有効回答数に差が生じています。
・構成百分率の計算は、少数点第2位以下を四捨五入しており、合計が100.0％にならない場合があり
ます。

・全国の数値は栃木県と静岡県を除いたものになります。

調査対象事業所業種別内訳

製 造 業
情報通信業
運 輸 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
サービス業

合　　　計

業　種

55.00%
5.07%
8.07%
10.13%
6.13%
5.27%
10.33%

割　合

825
76
121
152
92
79
155

1,500

件　数

令和2年度中小企業労働事情実態調査報告書
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Ⅱ　調査結果報告

従業員の構成について

１．常用労働者の男女別構成比

　常用労働者の男女別構成比は、男性73.4％（前年比 -0.5）、女性26.6％（同 +0.5）となっている。依然
として、男性の割合が全国平均（男性70.1％、女性29.9％）と比べて高い。

２．女性常用労働者比率

　常用労働者全体に占める女性の比率は、「10～20％未満」が23.9％（前年比 -0.7）と最も多く、次いで、
「30～50％未満」が20.9％（同＋1.5）、「20～30％未満」が18.8％（同 -2.2）の順となっている。「0％」
の割合は、前年より0.3ポイント増加し6.0％となっている。

70.1

73.4

71.4

76.1

65.6

72.8

73.5

74.6

29.9

26.6

28.6

23.9

34.4

27.2

26.5

25.4

全国

（％）

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

7.3

6.0

5.5

6.8

15.5

3.4

1.61.6

10.5

11.9

9.9

14.8

14.5

17.2

25.0

22.1

23.9

25.1

22.1

12.7

29.1

29.0

20.5

17.8

18.8

18.8

18.6

19.3

15.8

21.0

22.7

17.9

20.9

22.8

18.3

21.5

22.6

18.3

20.5

14.7

11.6

12.0

11.0

18.8

9.4

8.6

6.8

6.3

5.0

5.0

4.9

6.6

4.3

4.3

4.5

3.4

1.9

0.8

3.4

5.5

0.9

全国

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

0% 10％未満 10～20％未満 20～30％未満

30～50％未満 50～70％未満 70～100％未満 100%
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３．従業員の雇用形態別構成比

　従業員の雇用形態別構成比についてみると、「正社員」の割合は72.1％（前年比 +2.8）と増加したが、前
年同様、全国平均75.4％（同+1.1）を下回っている。
　男女別では、男性81.8％（同 +1.7）、女性47.1％（同 +4.1）であり、「正社員」の比率は増加している。
業種別でみると、製造業では「正社員」が72.4％ （同 +0.6） 、次いで、「パートタイマー」が16.9 ％ （同 + 
0.6） 、非製造業では「正社員」が71.6％ （同 +6.2）、次いで、「パートタイマー」が18.3％（同 -0.3）となっ
ている。

経営状況について

１．経営状況

　現在の経営状況は１年前と比べて、「良い」6.9％（前年比 -12.4）、「悪い」68.3％（同 +34.9）、「変
わらない」24.8％（同 -22.5）となっている。
　業種別でみると、製造業では「良い」6.3％（同 -11.3）、「悪い」75.5％（同 +38.9）、「変わらない」
18.2％（同 -27.6）となっており、非製造業では「良い」7.7％（前年 -14.3）、「悪い」57.9％（同
+29.7）、「変わらない」34.5％（同 -15.3）となっている。

75.4
84.4

55.4

72.1
81.8

47.1

72.4
83.3

46.4

71.6
79.8

48.2

14.4
6.0

33.3

17.5
7.8

42.5

16.9
6.4

41.9

18.3
9.6

43.4

2.0
1.5
3.0

3.1
2.7
4.1

3.5
3.2
4.1

2.6
2.0

4.1

5.6
6.0
4.7

5.7
6.3
4.1

5.3
5.4
5.2

6.2
7.6
2.4

2.6
2.1
3.5

1.6

1.4
2.2

1.9
1.6
2.5

1.3
1.0
1.9

100％

（％）

50％0％

【全国】
全体
男
女

【神奈川県】
全体
男
女

【製造業】
全体
男
女

【非製造業】
全体
男
女

正社員 パートタイマー 派遣 嘱託・契約社員 その他

14.1
16.4

23.5 19.3

6.9

35.5

25.6
27.3

33.4

68.3

50.4

58.1

49.2
47.3

24.8

H28年 H29年 H30年 R1年 R2年

良い

（％）

悪い

変わらない
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２．主要事業の今後の方針

　現在行っている主要な事業の今後の方針についてみる
と、前年と同様「現状維持」が最も多く55.9％（前年比
+3.8）、次いで「強化拡大」が37.9％（同 -6.1）、「縮小」
が5.3％（同 +2.7）、「廃止」0.5％、 「その他」0.5％の順
となっている。

３．経営上の障害（３つ以内の複数回答）

　現在どのようなことが経営上の障害となっているかについては、「販売不振・受注の減少」が54.1％（前
年比+21.3）と最も多い。次いで人材不足（質の不足）が42.7％（同 -11.2）、「人件費の増大」が24.0％（同
-1.9）、「同業他社との競争激化」が21.6％（同 +1.3）となっている。前年に比べて、「販売不振・受注の減少」
が大きく増加している。
　業種別でみると、製造業では「販売不振・受注の減少」が61.9％（同 +23.6）と最も多く、次いで、「人材
不足（質の不足）」が38.6％（同 -12.3）、「製品開発力・販売力の不足」が25.7％（同 +4.3）となっている。
非製造業では「人材不足（質の不足）」が48.6％（同 +10.4）と最も多く、次いで、「販売不振・受注の減少」
が42.8％（同 +19.4）、「労働力不足（量の不足）」が34.2％（同 -9.0）の順になっている。

6.3

8.0

6.7

5.3
21.1

7.5
6.4
2.22.2

7.7

13.8
6.4
11.3

4.7
12.5

1.81.8

18.2

20.0
11.1

40.0
21.9

21.1
26.3

11.2
21.1

13.3

34.5

41.4
14.9

51.6
20.9

37.5
37.5

75.5

72.0
88.9

53.3
78.1
73.7

52.6
81.3

72.5
84.4

57.9

44.8
78.7

37.1
74.4

50.0
60.7

0% 50% 100%

製造業 計

食料品
繊維工業

木材・木製品
印刷・同関連
窯業・土石
化学工業

金属、同製品
機械器具
その他

非製造業 計

情報通信業
運輸業
建設業
卸売業
小売業

サービス業

経営状況（業種別）

良い 悪い （％）変わらない

強化拡大

37.9% 現状維持

55.9%

縮小
5.3%

廃止
0.5%

その他
0.5%
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経営上の障害（業種別の上位5位） （　　　）内は前年順位

４．経営上の強み（3つ以内の複数の回答）

　経営上の強みについてみると、「製品の品質・精度の高さ」が33.4％（前年比+1.2）で最も多く、次いで、 
「顧客への納品・サービスの速さ」32.4％ （同 +5.9）、 「技術力・製品開発力」31.0％（同 -0.3）の順となっ
ている。
　業種別でみると、製造業では、「製品の品質・精度の高さ」が47.7％（同 +3.3）で、神奈川県の平均を
大きく上回り最も多く、次いで、「技術力・製品開発力」35.0％（同 +1.0）、「製品・サービスの独自性」
35.0％ （同 +0.5）となっている。
　非製造業では、「顧客への納品・サービスの速さ」が32.1％（同 +9.2）が最も多く、次いで、「組織の機動力・
柔軟性」29.4％（同 +3.4）、「商品・サービスの質の高さ」が26.6％（同 -1.7）の順となっている。

54.1

42.7

24.0

21.6

21.3

19.2

14.4

12.1

9.0

8.6

4.1

3.5

32.8

53.9

25.9

20.3

32.9

16.3

26.1

13.3

9.2

7.2

4.2

4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

販売不振・受注の減少

人材不足（質の不足）

人件費の増大

同業他社との競争激化

労働力不足（量の不足）

製品開発力・販売力の不足

原材料・仕入品の高騰

納期・単価等の取引条件の厳しさ

金融・資金繰り難

製品価格（販売価格）の下落

環境規制の強化

労働力の過剰

経営上の障害（3つ以内の複数回答）

令和2年度

令和元年度

順位

1

2

3

4

5

非製造業製造業神奈川県全体

販売不振・受注の減少（3）

人材不足（質の不足）（1）

人件費の増大（5）

同業他社との競争激化（6）

労働力不足（量の不足）（2）

販売不振・受注の減少（2）

人材不足（質の不足）（1）

製品開発力・販売力の不足（5）

人件費の増大（5）

原材料・仕入れ品の高騰（3）

人材不足（質の不足）（同）

販売不振・受注の減少（4）

労働力不足（量の不足）（2）

人件費の増大（3）

同業他社との競争の激化（同）
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従業員の労働時間について

１．週所定労働時間

　従業員の週所定労働時間は、「40時間」が53.3％（前年比 +0.6）と最も多く、次いで、「38時間超40時

間未満」が18.6％（同 -2.7）となっている。

　「40時間超44時間以下」の割合についてみると、従業員数規模別では、「１～９人」の事業所が14.0％と

前年同様最も高く、業種別では非製造業が10.4%と最も高い。

33.4

32.4

31.0

30.5

21.5

17.5

17.0

14.6

10.8

10.5

9.4

8.1

47.7

32.6

35.0

35.0

16.2

11.4

24.7

12.5

8.8

10.6

9.0

5.0

11.9

32.1

25.0

23.8

29.4

26.6

5.6

17.9

13.9

10.3

9.9

12.7

0% 25% 50%

製品の品質・精度の高さ

顧客への納品・サービスの速さ

技術力・製品開発力

製品・サービスの独自性

組織の機動力・柔軟性

商品・サービスの質の高さ

生産技術・生産管理能力

財務体質の強さ・資金調達力

優秀な仕入先・外注先

製品・サービスの企画力・提案力

企業・製品のブランド力

営業力・マーケティング力

神奈川県 計

製造業

非製造業

経営上の強み（３つ以内の複数回答）

15.0

21.4

21.8

20.8

23.6

20.5

17.8

31.8

27.2

18.6

22.3

13.1

16.9

20.5

17.8

18.2

49.4

53.3

51.7

55.6

45.5

54.6

60.5

47.7

8.5

6.8

4.2

10.4

14.0

4.4

3.8

2.32.3

全国

（％）

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

38時間以下 38時間超40時間未満 40時間 40時間超44時間以下
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２．月平均残業時間

　令和元年の従業員１人当たりの月平均残業時間（時間外労働・休日労働）は、13.41時間となっている。前
年（平成30年）の15.73時間より2.32時間の減少となっている。また全国では10.97時間と神奈川県より2.44
時間少ない。
　業種別でみると、製造業で12.01時間、非製造業で15.42時間と、依然として非製造業が製造業を上回っ
ている。
　従業員数規模別でみると、「１～９人」8.42時間（3.34減）、「10～29人」13.48時間（1.56減）、「30～99人」
17.43時間（0.05減）、「100～300人」16.98時間（6.69減）とそれぞれ前年より減少している。

従業員の有給休暇について

　従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数は、「15～20日未満」が47.4％（前年比 -2.5）と最も
多く、次いで、「10～15日未満」21.1％（同 +0.6）、「20～25日未満」20.6％（同 +1.7）の順となっており、
全体の平均付与日数は16.26日（全国平均15.53日）である。
　平均取得日数は、「5～10日未満」が41.0％（前年比±0）と最も多く、次いで「10～15日未満」36.3％（同
+1.0）、「5日未満」10.9％（同 -3.0）の順となっている。全体の平均取得日数は9.16日（全国平均8.53日）
である。
　平均取得率は、「50～70％未満」が37.0％（前年比+7.2）と最も多く、次いで、「70～100％」32.1％（同
+0.4）、「30～50％未満」18.1％（同 -5.2）の順となっている。全体の平均取得率は58.52％（全国平均
57.93％）である。

10.97

13.41
12.01

15.42

8.42

13.48

17.43 16.98
12.49

15.73 14.79
17.31
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15.04
17.48
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15.11 14.53
15.93

10.70

16.12 16.07

22.32

1 9 10 29 30 99 100 300

令和元年 平成30年 平成29年

平 均

58.52%

10％未満 2.8％ 10～20％
    未満 2.2％

20日以上 3.8％10日未満
　　 7.1％

15～20日
未満 8.0％

25日以上
3.8％

20～30％
未満 7.8％

5日未満
10.9％

30～50％
未満 18.0％

5～10日
未満
41.0％

20～25日
未満 20.6％ 10～15日

  未満 21.1％

10～15日
未満
36.3％

15～20日
未満 47.4％

50～70％未満 37.5％

70～100％
31.7％

平 均

9.16日

平 均

16.26日

平均付与日数 平均取得日数 平均取得率
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新規学卒者の採用について

１．令和2年3月新規学卒者の採用計画

　令和2年3月の新規学卒者採用計画は、神奈川県全体では「あった」が18.4％、「なかった」が81.6％となっ
ており、採用計画のあった事業所は、全国平均の20.4％を若干下回る結果となった。

２．令和2年3月新規学卒者の採用充足率および採用人数

　採用充足率では、「高校卒：技術系」66.7％（前年比 -1.6）、「専門学校卒：技術系」84.0％（同 -8.9）、「大
学卒：技術系」75.9％（同 -4.5）と減少している。
　平均採用人数では、「大学卒：技術系」2.67人が最も多く、次いで「大学卒：事務系」2.07人、「高校卒：
技術系」1.77人の順となっている。

３．令和2年3月新規学卒者の初任給

　令和2年3月新規学卒者の平均初任給額（加重平均：採用者１人当たり）は、技術系では大学卒209,204円

（前年比 +426円）と最も高く、全国平均203,406円と比べても5,798円高い額となった。事務系でも大

学卒210,723円と最も高く、全国平均198,430円と比べても12,293円と差がさらに開いている。

　業種別でみると、技術系の製造業では「大学卒」が209,010円、非製造業の「大学卒」209,447円と比べて

437円の差となっている。事務系の製造業では「大学卒」211,834円、非製造業208,008円と比べて3,826

円の差となっている。

採用人数採用充足率

高校卒

神奈川県 製造業 非製造業

技術系

高校卒

専門学校卒

短大卒（含高専）

大学卒

前年

前年

前年

前年

全　　国

前年

神奈川県

前年

事務系

全　　国

前年

神奈川県

前年

採用充足率 採用人数

専門学校卒

採用充足率 採用人数

短大卒（含高専）

採用充足率 採用人数

大学卒

技術系 技術系 技術系事務系 事務系 事務系
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新規学卒者の初任給（加重平均：高校卒）

都道府県別

全国

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県
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山梨県

静岡県
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岐阜県

三重県
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石川県
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（
円
）
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（
円
）

初
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給
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円
）
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任
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）
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％
）
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（
％
）

格　

差

（
％
）

格　
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（
％
）

格　

差

事務系 事務系
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新規学卒者の初任給（加重平均：大学卒）
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４．令和3年3月新規学卒者の採用計画

　令和３年３月の新規学卒者の採用計画は、「あ
る」21.7％、「ない」58.9％、「未定」19.4％となっ
ている。採用計画が「ある」と回答した事業所の割
合は前年（26.1％）に比べ4.4ポイント減少し、全
国平均（24.5％）と比べると2.8ポイント低い結果
となっている。
　業種別では、製造業で18.5％、非製造業では
26.4％となっており、非製造業では全国平均
（24.5％）を上回っている。

高齢者の雇用について

　高齢者就業確保措置への対応は「70歳までの継続雇用制度の導入」が34.8%と最も高く、次いで「今後他
社の対応等の情報収集をしながら考えたい」34.0％、「定年の廃止」10.3％、「努力義務であるので特に措置
を講じる必要はない」10.3％となっている。全国においても「今後他社の対応等の情報収集をしながら考え
たい」37.0％、「70歳までの継続雇用制度の導入」33.4％と同水準となっている。

24.5

21.7

18.5

26.4

54.8

58.9

60.5

56.6

20.7

19.4

21

17.1

全国

（％）

神奈川

製造業

非製造業

7.1

33.4

10.1

7.5

1.1

0.2

8.8

37.0

6.3

34.8

10.3

8.4

0.5

0.5

10.3

34.0

7.3

31.8

8.2

8.2

0.5

0.9

12.3

37.3

4.7

39.2

13.5

8.8

0.7

0.0

7.4

29.1

70歳まで定年引上げ

（％）

70歳までの継続雇用制度の導入

定年の廃止

70歳まで継続的に
業務委託契約を締結する制度の導入

70歳まで継続的に
事業主が実施する社会貢献に従事できる

70歳まで継続的に事業主が委託・出資等する
団体が行う社会貢献事業に従事できる制度の導入

努力義務であるので特に措置を講じる必要はない

今後他社の対応等の情報収集をしながら考えたい

全国 神奈川県 製造業 非製造業
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新型コロナウイルスの影響について

１．経営への影響（該当するすべて回答）

　経営への影響は「売上高の減少」77.0%が最も高く、次いで「取引先・顧客からの受注減少」69.5％、「営
業活動等の縮小」47.2％、「休業の実施」35.2％、「運転資金等の資金繰り難」23.9％、「労働力の過剰」
15.5％、「資材・商品等の調達・仕入難」15.2％となっている。
　業種別にみると、「売上高の減少」が製造業81.5％・非製造業70.5％、「取引先・顧客からの受注減少」が
製造業76.0％・非製造業60.2％となっている。

２．雇用環境の変化（該当するすべて回答）

　雇用環境の変化は「労働日数を減らした従業員がいる」が38.8％と最も高く、次いで「特に変化はない」
30.9％、「子の学校等休校のため休んだ又は遅刻・早退をした従業員がいる」が28.2％、「求職・教育訓練
をしてもらった従業員がいる」20.4％、「賃金（賞与）を削減した」13.3％となっている。

3.8 

15.5 

15.2 

77.0 

69.5 

47.2 

23.9 

35.2 

1.7 

8.1 

1.1 

2.4 

19.3 

16.1 

81.5 

76.0 

49.6 

27.4 

41.4 

1.6 

5.0 

0.8 

5.7 

10.0 

13.8 

70.5 

60.2 

43.7 

18.8 

26.1 

1.9 

12.6 

1.5 

労働力の不足
（％）

労働力の過剰

資材・商品等の調達・仕入難

売上高の減少

取引先・顧客の受注減少

営業活動等の縮小

運転資金等の資金繰り難

休業の実施

受注や売上高が増加した

特に影響はない

その他

神奈川県 計
製造業
非製造業

20.4

38.8

28.2

1.1

1.3

0.5

4.7

13.3

3.3

30.9

3.8

20.1 

38.5 

30.6 

1.6 

1.3 

0.3 

4.0 

15.3 

3.2 

29.6 

2.9 

20.9

39.1

24.5

0.4

1.2

0.8

5.9

10.3

3.6

32.8

5.1

休職・教育訓練をして
もらった従業員がいる

（％）

労働日数を減らした
従業員がいる

子の学校等休校のため休んだ又は
遅刻・早退をした従業員がいる

事業休止・縮小により解雇した又は
雇用止めした従業員がいる

採用した従業員の
入社日を遅らせた

採用予定者の
内定を取り消した

従業員を採用した

賃金（賞与）を削減した

賃金（賞与）を引き上げた

特に変化はない

その他

神奈川県  計
製造業
非製造業
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３．労働環境の整備（該当するすべて回答）
　労働環境の整備は「時差出勤の導入」が34.7％と最も高く、次いで「時短勤務の導入」31.2％、「特に整備
していない」31.2％、「テレワークの導入」28.7％となっている。
　業種別にみると、「時差出勤の導入」が製造業32.8％・非製造業37.5％、「時短勤務の導入」が製造業
26.4％・非製造業38.2％、「テレワークの導入」が製造業25.9％・非製造業32.8％となっている。

４．雇用維持等のために活用した助成金（該当するすべて回答）

　雇用維持等のために活用した助成金は「雇用調整助成金」が42.7％と最も高く、次いで「活用していない」
35.3％、「持続化給付金」32.5％となっている。
　業種別にみると、「雇用調整助成金」が製造業48.6％・非製造業33.8％、「活用していない」が製造業
27.5％・非製造業47.3％、「持続化給付金」が製造業36.4％・非製造業26.6％となっている。

13.6

13.3

18.1

5.7

3.9

53.1

12.0

28.7

34.7

31.2

8.2

4.7

31.2

12.1

25.9

32.8

26.4

4.8

2.9

34.9

13.9

32.8

37.5

38.2

13.1

7.3

25.9

9.7

テレワークの導入

時差出勤の導入

時短勤務の導入

臨時手当等の支給

就業規則の見直し

特に整備していない

その他

全国
神奈川県
製造業
非製造業

（％）

29.1

1.5

9.2

30.7

2.2

46.4

3.6

42.7

1.7

11.7

32.5

4.7

35.3

5.4

48.6

0.8

13.6

36.4

6.7

27.5

5.3

33.8

3.0

8.9

26.6

1.7

47.3

5.5

雇用調整助成金
（％）

働き方改革支援助成金

小学校休業等対応助成金

持続化給付金

ものづくり補助金

活用していない

その他

全国
神奈川県
製造業
非製造業
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賃金改定について

１．賃金改定の実施状況

　令和2年1月1日から令和2年7月1日の間の賃金改定の実施状況は、「引上げた」事業所が44.9％と最も多
く、前年（58.7％）を13.8ポイント下回っている。
　規模別では、「引上げた」事業所は、「1～9人」27.1％（前年比－9.1）、「10～29人」43.5％（同－22.1）、「30
～99人」59.1％（同－11.2）、「100～300人」62.8％（同＋0.7）となっている

２．賃金改定の内容

　賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容は、「定期昇給」71.2％（前年比 +9.6）、次いで「基本給
の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」23.1％（同 -3.6）、「ベースアップ」17.3％（同 -1.5）、「諸手当の
改定」12.5％（同 -0.6）となっている。
　業種別でみても、「定期昇給」が最も多く、製造業で73.0％（同 +11.3）、非製造業で68.4％（同
+7.0）となっている。

39.4

44.9

45.8

43.5

27.1

43.5

59.1

62.8

1.1

1.0

1.3

0.4

2.4

0.9

0.0

0.0

22.8

24.0

25.1

22.4

33.5

26.5

15.5

9.3

7.6

7.5

5.9

9.8

3.5

8.5

8.8

11.6

0.70.70.7

1.11.11.1

1.11.11.1

1.21.21.2

2.92.92.9

0.00.00.0

1.11.11.1

0.00.00.0

28.328.3

21.621.6

20.820.8

22.822.8

30.630.6

20.620.6

15.515.5

16.316.3

全国

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

引上げた 引下げた 今年は実施しない（凍結） ７月以降引上げる予定 ７月以降引下げる予定 未定

（％）

71.2

17.3

23.1

12.5

4.1

73.0

15.7

21.9

11.2

4.5

68.4

19.7

24.8

14.5

3.4

0% 25% 100%50%50%

定期昇給

基本給の引上げ
（定期昇給制度のない事業所）

ベースアップ

諸手当の改定

臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ

神奈川県 計

製造業

非製造業
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３．賃金改定の決定要素（該当するすべて回答）

　賃金改定の決定の際に、どのような要素を重視したかについては「企業の業績」が68.4％（前年比+4.6）
と最も多く、次いで「労働力の確保・定着」53.2％（同 -3.2）、「労使関係の安定」21.5％（同 -0.2）、「前
年度の改定実績」21.5％（同 -0.7）の順となっている。また、「賃上げムード」2.4％、「消費税増税」5.4％
が僅かながら見受けられた。

４．平均昇給額と平均昇給率

　賃金改定（引上げ・引下げ・凍結）
を実施した事業所における平均昇給
額と平均昇給率（加重平均：対象者１
人当たり）は、平均昇給額5,522円、
平均昇給率1.89％で、前年を1,676
円、0.61ポイント下回っている。ま
た、平均昇給額において、「繊維工業」
「木材・木製品」が、それぞれ１万円
を超える結果となった。

全　　国
神奈川県
製 造 業
非製造業
1～ 9人
10～ 29人
30～ 99人
100～ 300人

業
種

規
模
別

　  平均昇給額と平均昇給率〈加重平均〉  （　）内は前年比

製
造
業

食 料 品
繊 維 工 業
木 材・ 木 製 品
印 刷・ 同 関 連
窯 業・ 土 石
化 学 工 業
金 属・ 同 製 品
機 械 器 具
そ の 他

情 報 通 信 業
運 輸 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
サ ー ビ ス 業

非
製
造
業

業種別の平均昇給額〈加重平均〉

（％）
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7.1
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3.7
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3.0
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50.8 

7.3 

24.0 

3.4 
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3.9 

66.9

18.6

56.8

6.8

17.8

4.2

21.2

2.5

10.2

6.8

3.4

企業の業績

世間相場

労働力の確保・定着

物価の動向

労使関係の安定

親会社又は関連会社の
改定の動向

前年度の改定実績

賃上げムード

消費税増税

重視した要素はない

その他

神奈川県 計

製造業

非製造業
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　なお賃金改定者の改定後平均賃金を都道府県別でみると、神奈川県は297,680円と全都道府県中最も
高い。
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都道府県別（栃木県・静岡県を除く）の平均賃金〈加重平均〉
（単位：円）
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全国

神奈川県

東京都

埼玉県

大阪府

千葉県

滋賀県

愛知県

三重県

兵庫県

山梨県

福井県

岐阜県

群馬県

京都府

奈良県

岡山県

和歌山県

北海道

広島県

富山県

香川県

山口県

石川県

長野県

茨城県

愛媛県

新潟県

宮城県

徳島県

熊本県

島根県

福岡県

長崎県

福島県

宮崎県

高知県

佐賀県

山形県

青森県

鹿児島県

沖縄県

秋田県

岩手県

大分県

鳥取県

都道府県名 都道府県名平均賃金 平均賃金



  
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

                                  
  

 

 

 

 

 

 

   

 
 

 
  

  
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 
 

 

 
 

 

 

 
       

 

 

     

   

     

   

   

 

 

 

 
 
 

【Ⅲ.参考資料】



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

 

   

 

 

 

 

 

  

    
 

 

 

 

     

 

  

    
 

 

 

     

 

  

    
 

 

 

     

 

  

    
 

 

 

     



 
 

 

 
 

 
 



 
 

 
  

 
 

 
 

   
    

 
  

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
         

 
 

 

 
 

   

 
 

 



【参考資料】

回答事業所数の内訳

全 国

神 奈 川 県

製 造 業　 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材・ 木 製 品

印 刷・ 同 関 連

窯 業・ 土 石

化 学 工 業

金 属・ 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業　 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

建 設 業

総 合 工 事 業

職 別 工 事 業

設 備 工 事 業

卸・ 小 売 業

卸 売 業

小 売 業

サ ー ビ ス 業

対事業所サービス業

対個人サービス業

事業所数 1～9人
1～4人 10～20人5～9人 21～29人

10～29人 30～99人 100～
300人

上段：実数合計
下段：平均値



231-0015
5-80 9

TEL 045-633-5134 FAX　045-633-5139 
URL https://www.chuokai-kanagawa.or.jp/ 

■神奈川県中小企業団体中央会とは・・・
　中小企業等協同組合法に基づき設置された機関で、主に県内の協
同組合や中小企業連携の支援機関として活動している団体です。
　現在、約900団体の会員組織で構成されており、協同組合等の設立、
巡回相談、情報提供、行政機関等への建議・陳情など様々に事業展
開しております。
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